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議案第４１号 

 

倉吉市国民健康保険条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市国民健康保険条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２７年３月９日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

倉吉市国民健康保険条例（昭和63年倉吉市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する

同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 

改正後 改正前 

  

（保健事業） （保健事業） 

第８条 市は、法第72条の５に規定する特定健康診査

等を行うものとするほか、これらの事業以外の事業

であって、被保険者の健康の保持増進のために次に

掲げる事業を行う。 

第８条 市は、法第72条の４に規定する特定健康診査

等を行うものとするほか、これらの事業以外の事業

であって、被保険者の健康の保持増進のために次に

掲げる事業を行う。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

２ 略 ２ 略 

  

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第16条の３ 第９条の３又は第13条の基礎賦課額（一

般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する

場合には、第９条の３の基礎賦課額と第13条の基礎

賦課額との合算額をいう。第20条及び第21条におい

て同じ。）は、52万円を超えることができない。 

第16条の３ 第９条の３又は第13条の基礎賦課額（一

般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する

場合には、第９条の３の基礎賦課額と第13条の基礎

賦課額との合算額をいう。第20条及び第21条におい

て同じ。）は、51万円を超えることができない。 

  

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第17条 第16条の４又は第16条の８の後期高齢者支援

金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一

の世帯に属する場合には、第16条の４の後期高齢者

支援金等賦課額と第16条の８の後期高齢者支援金等

賦課額との合算額をいう。第20条及び第21条におい

て同じ。）は、17万円を超えることができない。 

第17条 第16条の４又は第16条の８の後期高齢者支援

金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一

の世帯に属する場合には、第16条の４の後期高齢者

支援金等賦課額と第16条の８の後期高齢者支援金等

賦課額との合算額をいう。第20条及び第21条におい

て同じ。）は、16万円を超えることができない。 

  

（介護納付金賦課限度額） （介護納付金賦課限度額） 

第17条の６ 第17条の２の介護納付金賦課額は、16万

円を超えることができない。 

第17条の６ 第17条の２の介護納付金賦課額は、14万

円を超えることができない。 

  

（保険料の減額） （保険料の減額） 

第21条 次の各号に該当する納付義務者に対して課す

る保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条の３

又は第13条の基礎賦課額からそれぞれ、当該各号に

定める額を減額して得た額（当該減額して得た額

が、52万円を超える場合には52万円）とする。 

第21条 次の各号に該当する納付義務者に対して課す

る保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条の３

又は第13条の基礎賦課額からそれぞれ、当該各号に

定める額を減額して得た額（当該減額して得た額

が、51万円を超える場合には51万円）とする。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の金額

の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲げ

る金額に26万円に当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には

その発生した日とする。）現在において当該世帯

に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えな

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の金額

の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲げ

る金額に245,000円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合

にはその発生した日とする。）現在において当該

世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超
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い世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に

該当する者以外の者 

えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前

号に該当する者以外の者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のう

ち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の

算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイ

に掲げる額とを合算した額 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のう

ち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の

算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイ

に掲げる額とを合算した額 

ア及びイ 略 ア及びイ 略 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の金

額の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲

げる金額に47万円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合

にはその発生した日とする。）現在において当該

世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前

２号に該当する者以外の者 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の金

額の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲

げる金額に45万円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合

にはその発生した日とする。）現在において当該

世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前

２号に該当する者以外の者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のう

ち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の

算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイ

に掲げる額とを合算した額 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のう

ち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の

算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイ

に掲げる額とを合算した額 

ア及びイ 略 ア及びイ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減

額について準用する。この場合において、第１項中

「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦

課額」と、「第９条の３又は第13条」とあるのは

「第16条の４又は第16条の８」と、「52万円」とあ

るのは「17万円」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減

額について準用する。この場合において、第１項中

「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦

課額」と、「第９条の３又は第13条」とあるのは

「第16条の４又は第16条の８」と、「51万円」とあ

るのは「16万円」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の

減額について準用する。この場合において、第１項

中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と、「第９条の３又は第13条」とあるのは「第17条

の２」と、「52万円」とあるのは「16万円」と読み

替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の

減額について準用する。この場合において、第１項

中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と、「第９条の３又は第13条」とあるのは「第17条

の２」と、「51万円」とあるのは「14万円」と読み

替えるものとする。 

  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第16条の３、第17条、第17条の６及び第21条の規定は、平成27年度以後の年

度分の保険料について適用し、平成26年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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議案第４２号 

 

倉吉市介護保険条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市介護保険条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２７年３月９日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

倉吉市介護保険条例（平成12年倉吉市条例第11号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動条等」という。）に対応

する同表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動後条等」という。）が存

在する場合には、当該移動条等を当該移動後条等とし、移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合

には、当該移動後条等（以下「追加条等」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する

同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加条等を除く。以下「改正後部分」という。）

が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しな

い場合には、当該改正後部分を加える。 

 

 改正後 改正前 

  

（保険料率） （保険料率） 

第２条 平成27年度から平成29年度までの各年度に

おける保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保

険者（介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」

という。）第９条第１項に規定する第１号被保険

者をいう。以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当

該各号に定める額とする。 

第２条 平成24年度から平成26年度までの各年度に

おける保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保

険者（介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」

という。）第９条第１項に規定する第１号被保険

者をいう。以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当

該各号に定める額とする。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) 令第39条第１項第４号に掲げる者 54,400

円 

(４) 令第39条第１項第４号に掲げる者 66,400

円 

(５) 令第39条第１項第５号に掲げる者 66,400

円 

 

(６) 次のいずれかに該当する者 74,700円 (５) 次のいずれかに該当する者 74,700円 

ア 地方税法（昭和25年法律第226号）第292条

第１項第13号に規定する合計所得金額（以下

「合計所得金額」という。）が120万円未満で

ある者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しない者 

ア 地方税法（昭和25年法律第226号）第292条

第１項第13号に規定する合計所得金額（以下

「合計所得金額」という。）が125万円未満で

ある者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しない者 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、

第10号イ、第11号イ、第12号イ、第13号イ、

第14号イ又は第15号イに該当する者を除く。）

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ及び第７号イに該当す

る者を除く。） 

(７) 次のいずれかに該当する者 79,700円  

ア 合計所得金額が160万円未満であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ、第９号イ、第10号イ、

第11号イ、第12号イ、第13号イ、第14号イ又

は第15号イに該当する者を除く。） 

 

(８) 次のいずれかに該当する者 83,000円 (６) 次のいずれかに該当する者 83,000円 

ア 略 ア 略 
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イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ、第10号イ、第11号イ、

第12号イ、第13号イ、第14号イ又は第15号イ

に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）及び次号イに該当する者を除く。）

(９) 次のいずれかに該当する者 99,600円 (７) 次のいずれかに該当する者 99,600円 

ア 略 ア 略 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ、第11号イ、第12号イ、

第13号イ、第14号イ又は第15号イに該当する

者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）に該当する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 116,200円  

ア 合計所得金額が600万円未満であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ、第12号イ、第13号イ、

第14号イ又は第15号イに該当する者を除く。）

 

(11) 次のいずれかに該当する者 122,900円  

ア 合計所得金額が700万円未満であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ、第13号イ、第14号イ

又は第15号イに該当する者を除く。） 

 

(12) 次のいずれかに該当する者 129,500円  

ア 合計所得金額が800万円未満であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ、第14号イ又は第15号

イに該当する者を除く。） 

 

(13) 次のいずれかに該当する者 136,200円  

ア 合計所得金額が900万円未満であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）、次号イ又は第15号イに該当す
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る者を除く。） 

(14) 次のいずれかに該当する者 142,800円  

ア 合計所得金額が1,000万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）又は次号

イに係る部分を除く。）に該当する者を除く。）

 

(15) 次のいずれかに該当する者 152,800円  

ア 合計所得金額が1,500万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者に課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第39条第１項第１号イ((１）に係る部

分を除く。）に該当する者を除く。） 

 

(16) 前各号のいずれにも該当しない者 

166,100円 

(８) 前各号のいずれにも該当しない者 

116,200円 

  

（賦課期日後において第１号被保険者の資格の取

得、喪失等があった場合） 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格の取

得、喪失等があった場合） 

第４条 略 第４条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 保険料の賦課期日後に令第39条第１項第１号イ

（同号に規定する老齢福祉年金の受給権を有する

に至った者及び(１)に係る者を除く。）、ロ若し

くはハ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ若しくは

第５号ロ又は第２条第１項第６号イ、第７号イ、

第８号イ、第９号イ、第10号イ、第11号イ、第12

号イ、第13号イ、第14号イ若しくは第15号イに該

当するに至った第１号被保険者に係る保険料の額

は、当該該当するに至った日の属する月の前月ま

で月割により算定した当該第１号被保険者に係る

保険料の額と当該該当するに至った日の属する月

から令第39条第１項第１号から第５号まで又は第

２条第１項第６号から第15号までのいずれかに規

定する者として月割により算定した保険料の額の

合算額とする。 

３ 保険料の賦課期日後に令第39条第１項第１号イ

（同号に規定する老齢福祉年金の受給権を有する

に至った者及び(１)に係る者を除く。）、ロ若し

くはハ、第２号ロ、第３号ロ若しくは第４号ロ又

はこの条例第２条第５号イ、第６号イ若しくは第

７号イに該当するに至った第１号被保険者に係る

保険料の額は、当該該当するに至った日の属する

月の前月まで月割により算定した当該第１号被保

険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日

の属する月から令第39条第１項第１号、第２号、

第３号若しくは第４号又はこの条例第２条第５

号、第６号若しくは第７号までのいずれかに規定

する者として月割により算定した保険料の額の合

算額とする。 

４ 略 ４ 略 

  

附 則 附 則 

  

（延滞金の割合等の特例） （延滞金の割合等の特例） 

第12条 略 第12条 略 

  

（介護予防・日常生活支援総合事業等に関する経

過措置） 

 

第13条 法第115条の45第１項に規定する介護予

防・日常生活支援総合事業、同条第２項第４号に

掲げる事業及び同項第５号に掲げる事業について
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は、介護予防及び生活支援の体制整備の必要性等

に鑑み、その円滑な実施を図るため、平成27年４

月１日から平成29年３月31日までの間は行わず、

平成29年４月１日から行うものとする。 

  

 
附 則 

（施行期日） 
１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この条例による改正後の第２条の規定は、平成27年度以後の年度分の保険料について適用し、平成26

年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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請願第 １ 号 

 

集団的自衛権関連法案を国会に提出しないことを求める意見書提出について 

 

１  提 出 者   憲法改悪反対鳥取県共同センター 

 代表 田中 暁 

 

２  紹介議員    佐藤 博英 

 

３  受理年月日   平成２７年２月２７日 

 

 別紙のとおり請願書の提出があった。 

 

  平成２７年３月９日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

追請1



追請2



請願第 ２ 号 

 

年金削減の取りやめと最低保障年金制度の実現を求める意見書提出について 

 

１  提 出 者   全日本年金者組合鳥取県本部 

 中部支部副支部長 植田 勉 

 

２  紹介議員    佐藤 博英、朝日 等治 

 

３  受理年月日   平成２７年３月２日 

 

 別紙のとおり請願書の提出があった。 

 

  平成２７年３月９日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

追請3



追請4



請願第 ３ 号 

 

農協改革をはじめとした「農業改革」に関する意見書提出について 

 

１  提 出 者   鳥取県中部農民運動連合会 

 会長 石賀 稔 

 

２  紹介議員    佐藤 博英 

 

３  受理年月日   平成２７年３月２日 

 

 別紙のとおり請願書の提出があった。 

 

  平成２７年３月９日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

追請5



追請6



陳情第 ３ 号 

 

   介護保険料引き上げの中止と低所得者の保険料軽減を求める陳情 

 

１  提 出 者   鳥取県社会保障推進協議会 

 会長 藤田 安一 

 

２  受理年月日   平成２７年２月２５日 

 

 別紙のとおり陳情書の提出があった。 

 

  平成２７年３月９日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

追陳7



追陳8



陳情第 ４ 号 

 

   教科書採択改善のための総合教育会議設置に関する陳情 

 

１  提 出 者   教育を考える鳥取県民の会 

 会長 河合 鎭徳 

 

２  受理年月日   平成２７年２月２７日 

 

 別紙のとおり陳情書の提出があった。 

 

  平成２７年３月９日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

追陳9



追陳10



追陳11



A 



陳情第 ５ 号 

 

   中学校で使用する歴史・公民教科書の採択基準に関する陳情 

 

１  提 出 者   教育を考える鳥取県民の会 

 会長 河合 鎭徳 

 

２  受理年月日   平成２７年２月２７日 

 

 別紙のとおり陳情書の提出があった。 

 

  平成２７年３月９日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

追陳12



追陳13



陳情第 ６ 号 

 

   ふれあい会館「円形校舎（旧明倫小学校）」活用に関する陳情 

 

１  提 出 者   冨谷 誠一 ほか１９人 

 

２  受理年月日   平成２７年２月２５日 

 

 別紙のとおり陳情書の提出があった。 

 

  平成２７年３月９日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

追陳14



追陳15



追陳16



追陳17



追陳18
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